
第 ２ 回 定 例 会 議案第８１号

下関市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

下関市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年条例第６０号）の一部

を次のように改正する。

附則第７項を削る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

感染症予防手当の額の特例を廃止するため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第８２号

下関市税条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市税条例の一部を改正する条例

下関市税条例（平成１７年条例第８８号）の一部を次のように改正する。

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金

額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を

加え、「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個

人の市民税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当す

る」を「を納付し、若しくは納入する」に改める。

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項と

し、同条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同

条第１項の次に次の１項を加える。

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を

経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前

年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定

による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最

後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないとき

は、給与所得者は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条

の３の２第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記

載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出する

ことができる。

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によっ
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て」を「により」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に

併せて賦課し、及び徴収する。

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額

の合算額」に、「によって」を「により」に改める。

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を

含む。次項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「において

は」を「には」に、「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及

び第６項中「によって」を「により」に改める。

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２

の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金

関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用するこ

とができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当す

る」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。

第４７条の２第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に

は」に改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環

境税額を含む。以下この条及び第４７条の５において同じ。）」を加え、同条

第２項中「によって」を「により」に改める。

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に

は」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条

の２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴

収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用す

ることができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充

当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改め

る。

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「三輪のもの」の次に「及び

道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３

号の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加える。
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附則第１５条の２第４項及び附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」

を「１００分の３５」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る日から施行する。

(1) 第８２条第１号エの改正規定及び附則第３条第１項の規定（この条例に

よる改正後の下関市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２

第３項に係る部分を除く。） 令和５年７月１日

(2) 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規

定、同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、

第４７条の２、第４７条の６、附則第１５条の２第４項及び附則第１６条

の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第３条第１項（新条例

附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６

年１月１日

(3) 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日

（市民税に関する経過措置）

第２条 前条第２号に掲げる規定による新条例の規定中個人の市民税に関する

部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を

受けるべき同条第１項に規定する給与（以下この項において「給与」とい

う。）について提出する同項の規定による申告書について適用し、同日前に

支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書について

は、なお従前の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第３条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和

６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分ま

での軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。

２ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定
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の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車

税の環境性能割について適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。

提案理由

地方税法等の一部改正に伴い、所要の条文整備を行うため。



第 ２ 回 定 例 会 議案第８３号

下関市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する

条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する

条例の一部を改正する条例

下関市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する条例（平成

２１年条例第３７号）の一部を次のように改正する。

第３条中「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第

２６条の地方公共団体等を定める省令の一部改正に伴い、固定資産税の免除

に係る期間を延長するため。

G83-1





第 ２ 回 定 例 会 議案第８４号

下関市手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市手数料条例の一部を改正する条例

下関市手数料条例（平成２４年条例第１０号）の一部を次のように改正す

る。

別表第１備考中「個人番号カード」の次に「、移動端末設備（電気通信事業

法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端

末設備をいう。）」を加える。

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

提案理由

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

の一部改正に伴い、所要の条文整備を行うため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第８５号

下関市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

下関市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１７年条例第１８１号）の一

部を次のように改正する。

第１４条第３項を次のように改める。

３ 前２項の規定にかかわらず、登録者は、自動交付機（市の電子計算機と電

気通信回線により接続された民間事業者が設置する機器で、自動的に証明書

等を交付する機能を有するものをいう。）又は自動受付機（市の電子計算機

と電気通信回線により接続された機器で、自動的に証明書等の申請及び請求

を受け付けるものをいう。）に次の各号のいずれかに掲げるものを用いて、

暗証番号その他必要な事項を入力することにより、印鑑登録証明書の交付を

申請し、その交付を受けることができる。

(1) 個人番号カード（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されたもの又は下関

市個人番号カードの利用に関する条例（平成２７年条例第７１号）第３条

第２項の規定により、市長が印鑑登録証明書を交付するサービスを提供す

るために必要な機能及び情報を記録したものに限る。）

(2) 移動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の

２第４項第２号ロに規定する移動端末設備で、電子署名等に係る地方公共

団体情報システム機構の認証業務に関する法律第３５条の２第１項に規定

する移動端末設備用利用者証明用電子証明書を記録したものに限る。）

(3) 住民基本台帳カード（下関市住民基本台帳カードの利用に関する条例

（平成１７年条例第４１４号）第３条第２項の規定により、市長が印鑑登
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録証明書を交付するサービスを提供するために必要な機能及び情報を記録

したものに限る。）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、改正後の下関市印鑑の登録及

び証明に関する条例第１４条第３項第２号の規定は、規則で定める日から施行

する。

提案理由

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

の一部改正に伴い、所要の条文整備を行うため。



第 ２ 回 定 例 会 議案第８６号

下関市体育施設の設置等に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市体育施設の設置等に関する条例の一部を改正する条例

下関市体育施設の設置等に関する条例（平成１７年条例第１３０号）の一部

を次のように改正する。

別表第２ 下関市体育館の項を次のように改める。

下関市総合体育館 下関市向洋町一丁目１１番１号

別表第２ 下関市相撲場の項を削る。

別表第３ 下関市市民プールの項の前に次のように加える。

下関市総合体育館 １２月３０日から翌年１月３日まで

別表第３中「下関市市民プール及び」を「下関市総合体育館、下関市市民プ

ール及び」に改める。

「下関市相撲場
別表第４中「下関市体育館」を「下関市総合体育館」に、

下関第二球場」

を「下関第二球場」に改める。

別表第５ １ 専用使用料の表 下関市体育館の項を次のように改める。

下関市総合体育館 メイン 午前９時から 使用する次の各号に掲げる面

（月曜日から土曜 アリー 午後１時まで 積割合に応じ、１時間につき

日までの日） ナ 当該各号に定める額

(1) 全面 ５,２００円

(2) ２分の１ ２,６００円

(3) ３分の１ １,７３０円

(4) ６分の１ ８６０円

(5) １２分の１ ４３０円
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午後１時から 使用する次の各号に掲げる面

午後６時まで 積割合に応じ、１時間につき

当該各号に定める額

(1) 全面 ５,０００円

(2) ２分の１ ２,５００円

(3) ３分の１ １,６６０円

(4) ６分の１ ８３０円

(5) １２分の１ ４１０円

午後６時から 使用する次の各号に掲げる面

午後１０時ま 積割合に応じ、１時間につき

で 当該各号に定める額

(1) 全面 ６,２００円

(2) ２分の１ ３,１００円

(3) ３分の１ ２,０６０円

(4) ６分の１ １,０３０円

(5) １２分の１ ５１０円

多目的 午前９時から 使用する次の各号に掲げる面

ホール 午後１時まで 積割合に応じ、１時間につき

当該各号に定める額

(1) 全面 １,９００円

(2) ２分の１ ９５０円

午後１時から 使用する次の各号に掲げる面

午後６時まで 積割合に応じ、１時間につき

当該各号に定める額

(1) 全面 １,４００円

(2) ２分の１ ７００円

午後６時から 使用する次の各号に掲げる面

午後１０時ま 積割合に応じ、１時間につき

で 当該各号に定める額

(1) 全面 ２,３００円

(2) ２分の１ １,１５０円

多目的 午前９時から １室１時間につき６５０円

室１ 午後１時まで

多目的
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室２ 午後１時から １室１時間につき６００円

午後６時まで

午後６時から １室１時間につき７００円

午後１０時ま

で

多目的 午前９時から １室１時間につき３３０円

室３ 午後１時まで

多目的

室４ 午後１時から １室１時間につき３００円

午後６時まで

午後６時から １室１時間につき３５０円

午後１０時ま

で

その他 会議室１ １室１時間につき２００円

の施設 会議室２

下関市総合体育館 メインアリーナ 使用する次の各号に掲げる面

（日曜日及び休 積割合に応じ、１時間につき

日） 当該各号に定める額

(1) 全面 ７,２００円

(2) ２分の１ ３,６００円

(3) ３分の１ ２,４００円

(4) ６分の１ １,２００円

(5) １２分の１ ６００円

多目的ホール 使用する次の各号に掲げる面

積割合に応じ、１時間につき

当該各号に定める額

(1) 全面 ２,４００円

(2) ２分の１ １,２００円

多目的室１ １室１時間につき８００円

多目的室２

多目的室３ １室１時間につき４００円

多目的室４
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その他 会議室１ １室１時間につき２００円

の施設 会議室２

別表第５ １ 専用使用料の表 下関市相撲場の項を削り、同表備考第５項に

次のただし書を加える。

ただし、下関市総合体育館を使用するときは、この表に定める使用

料の額に１０を乗じて得た額とする。

別表第５ １ 専用使用料の表備考中第８項を削り、第９項を第８項とし、

第１０項を第９項とし、第１１項を第１０項とし、同表備考第１２項に次のた

だし書を加え、同項を同表備考第１１項とする。

ただし、下関市総合体育館を開館時間等以外の時間に使用する場合

の使用料は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める額（そ

の額に１０円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。）とす

る。

(1) 月曜日から土曜日までの日の午前０時から午前９時までの間に使

用する場合 下関市総合体育館を月曜日から土曜日までの日の午前

９時から午後１時までの間に使用するときの使用料の額（前各項の

規定の適用がある場合は、これらの規定を適用して算出した額）に

１.５を乗じて得た額

(2) 月曜日から土曜日までの日の午後１０時から翌日の午前０時まで

の間に使用する場合 下関市総合体育館を月曜日から土曜日までの

日の午後６時から午後１０時までの間に使用するときの使用料の額

（前各項の規定の適用がある場合は、これらの規定を適用して算出

した額）に１.５を乗じて得た額

(3) 前２号に掲げる場合以外の場合 下関市総合体育館を日曜日及び

休日に使用するときの使用料の額（前各項の規定の適用がある場合

は、これらの規定を適用して算出した額）に１.５を乗じて得た額

別表第５ ２ 個人使用料の表中１１の項を１３の項とし、２の項から１０

「下関市体育館（フロア又は練
の項までを２項ずつ繰り下げ、同表 １の項中

下関市彦島体育館
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習室） 「下関市弓道場
を「下関市彦島体育館」に、 を「下関市弓道場」に

」 下関市相撲場」

改め、「（下関市相撲場は、午後１時から日没時まで）」及び「（下関市相撲

場を除く。）」を削り、同項を同表 ３の項とし、同表に１の項及び２の項と

して次のように加える。

１ 下関市総合体育館 ３時間ごとに１人につ

（ランニングコー き２５０円。ただし、

スを除く。） 次の各号に掲げる者が

使用する場合は、当該

各号に定める額とす

る。

(1) ６歳以下の未就学

の者 無料

(2) 小学生、中学生又

は高校生 １２０円

(3) ６５歳以上の者

２４０円

２ 下関市総合体育館 ３時間ごとに１人につ

（ランニングコー き１００円

ス）

別表第５ ２ 個人使用料の表備考第４項中「１０の項第２号」を「１２の

項第２号」に改める。

別表第６ １ 放送設備使用料の表中３の項を４の項とし、２の項を３の項

「下関市体育館
とし、同表 １の項中 を「下関市営下関陸上競技

下関市営下関陸上競技場」

場」に改め、同項を同表 ２の項とし、同表に１の項として次のように加え

る。

１ 下関市総合体育館 メインアリーナ 一式に

つき２,０８０円

多目的ホール 一式につ

き２,０８０円
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別表第６ ２ 照明設備使用料の表中１の項を削り、２の項を１の項とし、

３の項から１３の項までを１項ずつ繰り上げ、同表備考第３項中「下関市体育

館、下関市彦島体育館」を「下関市彦島体育館」に改める。

別表第６ ４ その他の附属設備使用料の表 １の項を次のように改める。

１ 下関市総合体育館 移動観覧席 １ ブ ロ ッ ク １ 回 に つ き

２,２６０円

大型映像装置 １台１時間につき７３０円

つり下げ式バトン １本１回につき２００円

シャワー室 １人１回につき１００円

別表第６ ５ 体育器具使用料の表 １の項を次のように改める。

１ 体育館用器具 バスケットボール用器具 １面一式につき３,１３０

円

ハンドボール用器具 １面一式につき４１０円

バレーボール用器具（審 １面一式につき４１０円

判台を除く。）

バレーボール用器具（審 １面一式につき２１０円

判台）

バドミントン用器具（審 １面一式につき２１０円

判台を除く。）

バドミントン用器具（審 １面一式につき２１０円

判台）

インディアカ用器具 １面一式につき２１０円

卓球用器具 １台一式につき２１０円

体操用器具 １種目一式につき３４０円
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電光掲示板 小 １組一式につき５８０円

電光掲示板 大 １組一式につき１,０３０

円

柔道畳 １面一式につき１,０３０

円

綱引き用ロープ １本につき１００円

シッティングバレー用器 １面一式につき２１０円

具

テニス用器具（審判台を １面一式につき２１０円

除く。）

テニス用器具（審判台） １面一式につき２１０円

フットサル用器具 １面一式につき４１０円

ボッチャ用器具 １面一式につき１００円

別表第６ ６ その他の器具使用料の表に次のように加える。

７ 移動式演台 １台につき２１０円

８ アルミステップ １台につき２１０円

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。
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提案理由

この条例の規定により管理する有料公園施設として下関市総合体育館を加

え、下関市総合体育館及びその附属設備等の使用料等を定め、並びに下関市

体育館及び下関市相撲場を廃止するため。



第 ２ 回 定 例 会 議案第８７号

下関市こども発達センター等の設置等に関する条例の一部を改正

する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市こども発達センター等の設置等に関する条例の一部を改正

する条例

下関市こども発達センター等の設置等に関する条例（平成１７年条例第

１５１号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

児童福祉法の一部改正に伴い、所要の条文整理を行うため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第８８号

下関市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例の一部を改正する条例

下関市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２４年条例第６２号）の一部を次のように改正する。

第２条第１１号及び第１２号中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改める。

第６条第１項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣」

に改める。

第８条に後段として次のように加える。

この場合において、重度訪問介護について準用する第６条第１項中「こど

も家庭庁長官及び厚生労働大臣」とあるのは、「厚生労働大臣」と読み替え

るものとする。

第４５条第１項及び第２項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官及び厚

生労働大臣」に改める。

第４９条第２項中「読み替える」の次に「ほか、重度訪問介護について準用

する場合に限り、第４５条中「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣」とあるの

は「厚生労働大臣」と読み替える」を加える。

第５６条第２項及び第５７条中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改める。

第１０５条第４項及び第１１４条第３項中「厚生労働大臣」を「こども家庭

庁長官及び厚生労働大臣」に改める。

第１９６条第１項第２号ア中「障害支援区分に係る市町村審査会による審査

及び判定の基準等に関する省令」を「障害支援区分に係る市町村審査会による

審査及び判定の基準等に関する命令」に、「区分省令」を「区分命令」に改

め、同号イからエまでの規定中「区分省令」を「区分命令」に改める。
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第２０１条の４第１項第２号アからエまでの規定中「区分省令」を「区分命

令」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正

に伴い、所要の条文整理を行うため。



第 ２ 回 定 例 会 議案第８９号

下関市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例

下関市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年条例第６３号）の一部を次のように改正する。

第２条第１２号中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、

所要の条文整理を行うため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第９０号

下関市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

下関市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例

下関市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（令和元年条例第５０号）の一部を次のように改正する。

第６条第２項、第２４条第４項、第７２条第４項及び第１０５条第５項中

「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準の一部改正に伴い、所要の条文整理を行うため。
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 　　　　　　　　　　　第 ２ 回 定 例 会                         　  議案第９１号

 
下関市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の

 一部を改正する条例

  上記の議案を提出する。

 令和５年６月５日

                                       下関市長　 前　 田 　晋 太 郎

 
下関市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の

 一部を改正する条例

 　下関市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年

 条例第６８号）の一部を次のように改正する。

 第２６条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

 第３２条中「婦人相談所」を「女性相談支援センター」に改める。

 第３７条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

 　　　附　則

 （施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３２条の改正規定は、令

 和６年４月１日から施行する。

（下関市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

 改正）

２　下関市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

 ２６年条例第４４号）の一部を次のように改正する。

 　　第２６条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

（下関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

 定める条例の一部改正）

３　下関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

 定める条例（平成２６年条例第４５号）の一部を次のように改正する。

第１６条第１項第４号及び第４５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大

 臣」に改める。
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 提案理由

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の条文

 整理を行うため。



 　　　　　　　　　　　第 ２ 回 定 例 会                         　  議案第９２号

 
下関市子どものための教育・保育給付等に関する条例の一部を改

 正する条例

  上記の議案を提出する。

 令和５年６月５日

                                       下関市長　 前　 田 　晋 太 郎

 
下関市子どものための教育・保育給付等に関する条例の一部を改

 正する条例

  　下関市子どものための教育・保育給付等に関する条例（平成２７年条例第

 ３８号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項第２号ア中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に

 改め、同号イ中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

 　　　附　則

 　この条例は、公布の日から施行する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提案理由

 子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、所要の条文整理を行うため。
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 　　　　　　　　　　　第 ２ 回 定 例 会                         　  議案第９３号

 
 下関市火災予防条例の一部を改正する条例

  上記の議案を提出する。

 令和５年６月５日

                                       下関市長　 前　 田 　晋 太 郎

 
 下関市火災予防条例の一部を改正する条例

 下関市火災予防条例（平成１７年条例第３１５号）の一部を次のように改正

 する。

　第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５

号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機

付自転車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同

じ。）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類する

ものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接

続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キ

ロワットを超えるものを除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のも

の（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケ

ーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）

により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む」

に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部

のないものに面するときは」を「次に掲げるものにあっては」に改め、同号に

 次のように加える。

 ア　不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの

 イ　分離型のものにあっては、充電ポスト

 第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。

 ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。

第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同

項第７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気

自動車等に接続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等
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から」に改め、同項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」

を「緊急に停止することができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を

認めたときに、速やかに操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第

１２号中「自動車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３

号中「（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下こ

の号において同じ。）」を削り、同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主

として保安のために設けるものを除く。）」を加え、同項中第１８号を第１９

 号とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加える。

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主

 として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。

 第１６条第１項中「いう」の次に「。以下同じ」を加える。

第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設

けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない」を「健康増進法

（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設

ける場合においてはこの限りでない」に改め、同項を同条第３項とし、同項の

 次に次の１項を加える。

４　第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設ける

ときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号に

 あっては、国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ

８２１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図

記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規

 格Ｚ８２１０に適合するものとしなければならない。

 第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。

 別表第７を次のように改める。

 別表第７　削除

 　　　附　則

 　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の改正

 規定及び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。

 （経過措置）
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２　第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事

がされているこの条例による改正後の下関市火災予防条例（以下「新条例」

という。）第１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及

 び管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。

３　新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中

「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を

改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読

み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫

 煙室標識」と読み替えるものとする。

４　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第

２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のう

ち、新条例第２３条第４項の規定に適合しないものについては、当該規定に

 かかわらず、なお従前の例による。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提案理由

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関

する条例の制定に関する基準を定める省令等の一部改正に伴い、所要の条文

整備を行うため。 
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第 ２ 回 定 例 会         議案第９４号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長  前  田  晋 太 郎 

財産の取得について 

全庁ＬＡＮの安定稼働を図るため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１ 契約の相手方 下関市南部町１３番９号 

株式会社タカラ 

代表取締役  宮  川  栄  一 

２ 目 的 物 ネットワーク機器一式 

３ 取 得 価 格 ４５,１００,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

ネットワーク機器を取得するため。 
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　　 議案第９５号 

公有水面の埋立てに伴い新たに生じた土地の確認及び町の区域の

変更について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

公有水面の埋立てに伴い新たに生じた土地の確認及び町の区域の

変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定に基づき、

公有水面の埋立てに伴い本市の区域内に新たに生じた下記の土地を確認し、同

法第２６０条第１項の規定に基づき、下記のとおり町の区域を変更する。 

記 

１　新たに生じた土地の位置及び面積 

下関市新垢田西町三丁目２番１、同町３番２及び新垢田西町二丁目３番１

に至る間の土地に接する国有海浜地地先公有水面で、次の①の点から⑤の点

までを順次結んだ線及び⑤の点と①の点を結んだ線に囲まれた区域

４９,４３１.９３平方メートル 

①の点　金比羅山三等三角点（北緯３３度５８分０９秒、東経１３０度

５４分５５秒）から３１５度５３分０４秒２,８９９.９６メートルの点 

②の点　①の点から１８５度０７分５４秒１９３.０３メートルの点 

③の点　②の点から２７５度０７分３７秒２５６.０８メートルの点 

④の点　③の点から５度０７分５３秒１９３.０３メートルの点 

⑤の点　④の点から９５度０８分５７秒２８.０１メートルの点 

２　土地の処分要領 

長州出島に編入する。 
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提案理由 

公有水面の埋立てに伴い、本市の区域内に新たに土地を生じたため。
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　　 議案第９６号 

字の区域の変更について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

字の区域の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、別

表のとおり字の区域を変更する。 

なお、この字の区域の変更は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定による成果の認証があった日から効力を生ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

下関市地籍調査事業豊田町調査区域（下関市豊田町大字殿敷の一部）の実

施に伴い、字の区域を変更するため。 
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別表 

 処  分　後 処　　　　　分　　　　　前

 大字名 字　名 大字名 字　名 地　　　番 地　目

 豊田町大

字殿敷　
石 原

豊田町大

字殿敷　
小 井 瀬 ４６４番１ 田

 〃 今 山 口 〃 力 石 ５１５番 山　林

 〃 〃 〃 〃 ５１６番 〃

 〃 力 石 〃 内 河 ５２３番 〃

 〃 石 原 〃 椽 の 坂 １０００２番 〃

 〃 後 山 〃 後 ろ 山 １０００５番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０００７番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０００９番２ 畑

 〃 〃 〃 〃 １００１０番 山　林

 〃 神 田 〃 長 浴 １００２３番１ 〃

 〃 石 原 〃 中 の 川 １０１８９番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０２１３番 〃

 〃 神 田 〃 〃 １０２１６番３ 〃

 〃 石 原 〃 〃 １０２３１番 〃

 〃 〃 〃 垰 の 下 １０２３６番１ 〃

 〃 下 後 迫 〃 牛 ケ 薮 １０３０２番 〃

 〃 今 山 口 〃 小 畑 １０３３８番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３３９番 〃

 〃 力 石 〃 〃 １０３４３番１ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３４８番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３５１番 〃

 〃 小 畑 〃 今 山 口 １０３５３番７ 〃

 〃 下 後 迫 〃 後 迫 １０３７８番１ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３７９番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３８０番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３８１番 〃
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 処  分　後 処　　　　　分　　　　　前

 大字名 字　名 大字名 字　名 地　　　番 地　目

 豊田町大

字殿敷　
下 後 迫

豊田町大

字殿敷　
後 迫 １０３８９番 山　林

 〃 〃 〃 〃 １０３９０番 〃

 〃 内 河 〃 内 川 １０３９３番１ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３９４番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３９５番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３９６番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３９８番 〃

 〃 〃 〃 〃 １０３９９番 〃

 〃 牛 ケ 薮 〃 〃 １０４００番 〃

 〃 力 石 〃 打 川 １０４００番１ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０４００番２ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０４００番３ 〃

 〃 〃 〃 〃 １０４００番４ 〃

 〃 後 迫 〃 力 石 １０４０６番 〃

 〃 下 後 迫 〃 牛 ケ 薮 １１３７０番 〃

 〃 力 石 〃 内 河 １１４１２番 〃

 
 　処分前の土地に接する市有地である道路を併せて変更する。
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第 ２ 回 定 例 会         議案第９７号 

字の区域の変更について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長  前  田  晋 太 郎 

字の区域の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、別

表のとおり字の区域を変更する。 

なお、この字の区域の変更は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定による成果の認証があった日から効力を生ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

下関市地籍調査事業豊北町調査区域（下関市豊北町大字北宇賀の一部）の

実施に伴い、字の区域を変更するため。 
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別表 

処  分 後 処     分     前 

大字名 字 名 大字名 字 名 地   番 地 目 

豊北町大

字北宇賀 
ご み ケ 内 

豊北町大

字北宇賀 
猫 藪 尻 １０００９番１ 山 林 

〃 奥 〃 ご み ケ 内 １００１３番６ 〃 

〃 〃 〃 〃 １００１３番８ 〃 

〃 〃 〃 六さしケ浴 １００１４番４ 〃 

〃 小 切 〃 水 木 平 １３５７９番９ 〃 
      

 処分前の土地に接する市有地である道路及び水路を併せて変更する。 
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第 ２ 回 定 例 会 議案第９８号

財産の処分について

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

財産の処分について

下記のとおり、財産を処分する。

記

１ 処分の相手方 下関市長府港町８番７号

旭洋造船株式会社

代表取締役 越 智 勝 彦

２ 目 的 物 下関市長府港町１３番２ほか２筆

土地 １２,３４２.６３平方メートル（内訳別表のとお

り。）

３ 予 定 価 格 ７９,７５９,０００円

４ 代金収入方法 市議会議決後、売買契約の成立までに全額収入する。

提案理由

下関市長府港町の市有地を売却するため。
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別表

所在 地番 面積（㎡）

下関市長府港町 １３番２ １０,０５２.３４

〃 １３番４ ２,２６１.７８

〃 ８番１０ ２８.５１

合計 １２,３４２.６３
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第 ２ 回 定 例 会         議案第９９号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長  前  田  晋 太 郎 

財産の取得について 

大型塵芥
じんかい

中継車を更新するため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１ 契約の相手方 広島市佐伯区五日市港三丁目７番１１号 

いすゞ自動車中国四国株式会社 

代表取締役社長  橋  本  秀  樹 

上記代理人 下関市亀浜町９番５０号 

いすゞ自動車中国四国株式会社山口支社下関支店 

支店長  河  﨑  耕  次 

２ 目 的 物 大型塵芥中継車 １台 

３ 取 得 価 格 ２１,１２０,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

大型塵芥中継車を取得するため。 
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第 ２ 回 定 例 会 議案第１００号

財産の処分について

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

財産の処分について

下記のとおり、財産を処分する。

記

１ 処分の相手方 広島市西区商工センター五丁目１３番１０号

株式会社ニシムラ

代表取締役 西 村 幹 雄

２ 目 的 物 下関市長州出島１０番５

土地 ５,８５０平方メートル

３ 予 定 価 格 １５７,９５０,０００円

４ 代金収入方法 市議会議決後、売買契約の成立と同時に全額収入する。

提案理由

下関市長州出島の市有地を売却するため。
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　 議案第１０１号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

財産の取得について 

災害における消防力の充実強化を図るため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１　契約の相手方　広島市南区宇品神田五丁目２３番２０号 

株式会社クマヒラセキュリティ 

代表取締役 　今　 中　 英　 治 

上記代理人　山口市朝田１０２７４番地４ 

株式会社クマヒラセキュリティ山口支店 

支店長 　中　 村　 幸　 一 

２　目 的 物　化学消防ポンプ自動車　１台 

３　取 得 価 格　７７,８８０,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

化学消防ポンプ自動車を取得するため。
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　 議案第１０２号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

財産の取得について 

災害における消防力の充実強化を図るため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１　契約の相手方　宇部市昭和町四丁目１１番５３号 

有限会社藤中ポンプ店 

代表取締役 　藤　 中　 義　 久 

２　目 的 物　資機材搬送車　１台 

３　取 得 価 格　２６,８６２,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

資機材搬送車を取得するため。
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　 議案第１０３号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

財産の取得について 

救急業務の高度化を図るため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１　契約の相手方　宇部市昭和町四丁目１１番５３号 

有限会社藤中ポンプ店 

代表取締役 　藤　 中　 義　 久 

２　目 的 物　高規格救急自動車　１台 

３　取 得 価 格　３７,１８０,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

高規格救急自動車を取得するため。
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第 ２ 回 定 例 会　　　　　　　 議案第１０４号 

財産の取得について 

上記の議案を提出する。 

令和５年６月５日 

下関市長　 前　 田　 晋 太 郎 

財産の取得について 

災害における消防力の充実強化を図るため、下記のとおり財産を取得する。 

記 

１　契約の相手方　宇部市昭和町四丁目１１番５３号 

有限会社藤中ポンプ店 

代表取締役 　藤　 中　 義　 久 

２　目 的 物　消防団員用防火衣　４１４着 

３　取 得 価 格　２４,９３３,１５０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

消防団員用防火衣を取得するため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第１０５号

工事請負契約の一部変更について

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

工事請負契約の一部変更について

令和４年９月２２日可決議案第１２４号「工事請負契約締結について」中

「３ 請 負 代 金 額 ２,４０９,３０３,６００円」を

「３ 請 負 代 金 額 ２,４４４,９６５,６００円」に変更する。

提案理由

下関漁港南風泊地区高度衛生管理型荷さばき所建築主体工事に係る請負契

約を一部変更するため。
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第 ２ 回 定 例 会 議案第１０６号

工事請負契約締結について

上記の議案を提出する。

令和５年６月５日

下関市長 前 田 晋 太 郎

工事請負契約締結について

勝山中学校校舎（１１）長寿命化改良建築主体工事（第１期）につき、下記

のとおり請負契約を締結する。

記

１ 契約の相手方

工事請負人 下関市長府満珠町１０番２６号

株式会社高松建設

代表取締役 髙 松 傑

２ 工 事 名 勝山中学校校舎（１１）長寿命化改良建築主体工事（第１

期）

３ 請 負 代 金 額 １７４,１３０,０００円

４ 工 事 場 所 下関市秋根上町二丁目５番１号

提案理由

勝山中学校校舎（１１）長寿命化改良建築主体工事（第１期）の請負契約

締結のため。




